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出所：電力広域的運営推進機関
「平成30年北海海胆振東部地震に伴う大規模停電に関する

検証委員会最終報告（概要）」

エネルギーの広域輸送体制の現状（電気）
• 広域送電網は全国に整備されているものの、再エネのさらなる導入、
ブラックアウト対策のためには地域間連系線の強化が必要。

再生可能エネルギー
（再生可能エネルギーポテンシャル賦存地域）

ブラックアウト対策
（北海道胆振東部地震におけるブラックアウトの要因）

出所：環境省「令和元年版 環境・循環型社会・生物多様性白書」
でんき予報、系統WG資料などから事務局加筆

CO2排出量密度
1,000トンCO2/ha

＜IV．再発防止策について（設備対策）＞
“ブラックアウトを起こさないためには、技術的には北本連系設備のさらなる
増強等が安定供給を確保する観点から有益であることは言うまでもない”

今後、再エネが主力化した場合は全国的にも・・・
⚫再エネの出力変動に対応する調整電源の確保
⚫大規模な電源脱落時の広域融通ならびにそれを可能とする広域連系線の増強
がより重要となる

⚫ブラックアウトに至った経緯
（複合要因のうち一部）

• 苫東厚真発電所1, 2, 4号機、
水力発電、風力発電の停止
（周波数の低下）

• 北本連系設備が最大受電量に
達し、周波数調整機能が発揮
できなかった

→ブラックアウトの発生

＜九州エリアでは出力抑制発生＞

2018年度の最大出力抑制量

2019年3月24日12時台：180万kW

参考）九州エリアの

消費電力量：809万kW

（消費電力量の20％超に

あたる量を出力抑制）
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電気・ガス料金の地域別状況
• 電気料金の地域格差は約23％に留まるが、ガス料金の地域格差は約300％
にも達する。

順位 企業名 価格
（円/m3）

1 美唄ガス 362

2 阿久根ガス 296

3 長万部町営ガス 291

4 洲本ガス 289

5 気仙沼市営ガス 280
地域格差は

約300%

（都市部4社*）

順位 企業名 価格
（円/m3）

1 東京ガス 128

2 大阪ガス 159

3 東邦ガス 163

4 西部ガス 194

*需要家数100万件以上

ガス料金の地域格差（ガス小売料金ランキング）

出所：各電力会社Webサイトの情報を元に事務局にて作成

出所：ガス事業便覧（平成28年度）を元に事務局にて作成

（上位5社）
標準熱量45MJ/m3に換算

28.90

24.70 25.47

22.33
23.99

26.21

23.44 24.22
22.91

北海道 東北 関東 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州

（単位：円/kWh）

電気料金の地域格差

地域格差は約23%
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石油, 3.9%

石炭, 

54.6%

LNG, 

41.6%

石油, 2.7%

石炭, 

32.2%

LNG, 

44.9%

その他火力, 1.6%

原子力, 7.0%

再生可能エネルギー, 11.6%

削減が必要な温室効果ガスの排出
• 削減目標値に対して、さらなる削減努力が必要。

• 特に、排出割合の最も大きいエネルギー転換（発電）部門の低炭素化が
求められる。

出所：資源エネルギー庁「電力調査統計」を基に事務局推計

電源種別 発電電力割合・CO2排出割合

電源種別
発電電力量割合

（2018年度実績値）

出所：環境省「我が国の温室効果ガス排出量」（2017年度確報値）
に基づき事務局作成

産業 運輸

業務その他 家庭

エネルギー転換 その他（工業プロセス、廃棄物等）

（百万トンCO2）

部門別のCO2排出量

2030年度
目標値

1,042

379 367 332 300 296

201 237
215 207 205

81 102
103

61.3 59.7

58.2
70.4

60.3
55.7 59.3

348

424 525

506 491

96.4

93 82.1

79.1 79.3
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1,000

1,200

1,400

1990年度 2005年度 2013年度 2016年度 2017年度

1,164

1,293
1,317

1,209 1,190

電源種別
CO2排出量割合

（事務局推計値）

* 電源種別発電電力量は2018年度の電気事業者の発電実績のみを対象とした。
* CO2排出量は電力中央研究所「日本における発電技術のライフサイクルCO2排出
量総合評価」のうち、発電燃料燃焼を発電電力量に乗じて算出した。

* 「その他火力」のCO2排出割合は集計対象外とした。
* 四捨五入のため割合の合計が100％とならない場合がある。

エネルギー転換部門
最大のCO2排出源

原子力・再エネは
CO2排出ゼロ

（245億kWh）

（2,872億kWh）

（4,003億kWh）

（142億kWh）

（621億kWh）

（1,037億kWh）

（0.2億tCO2）

（2.5億tCO2）

（1.9億tCO2）
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基幹エネルギーインフラ整備検討の必要性
• 問題解決に向けて、ガスパイプラインの広域ネットワーク化、送電網の
質的拡充をはかり、「だれでも・いつでも・どこでも利用可能な広域ガ
スパイプライン網と低炭素発電を促進しうる隘路のない送電線網（基幹
エネルギーインフラ）」の整備の検討が必要。

限定的なエネルギーの
広域輸送体制

ガス料金の
地域格差

削減が必要な
温室効果ガスの排出

幹線エネルギー輸送を取り巻く問題点

問題解決に向けて必要な方策

ガス：導管の
ネットワーク化

電気：送電隘路の解消
ガス：導管網の広域整備

ガス：導管網の広域整備
電気：低炭素電源を促進

しうる効率的な広域
輸送路の確保

• 輸送用の広域ガスパイプライン網の整備
• 送電インフラの強化

短 期 短区間の送電隘路解消への超電導直流（SCDC）送電プロジェクト
中長期 超電導直流 (SCDC)送電プロジェクト

* 赤字は、本調査の主要検討対象。
* SCDCプロジェクト概要は、参考資料に添付する。



２．基幹エネルギーインフラ整備による効果
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基幹エネルギーインフラ整備による効果
• 基幹エネルギーインフラを整備・強化することで、莫大な経済効果が
短期、中長期で出現する。

短期的に期待される効果 中長期的に期待される効果

1. エネルギーコストの低減

2. 温室効果ガスの削減

1. エネルギー供給の強靱化

2. 地域産業の活性化

4. ガス事業の再編強化

✓ 石炭/石油から天然ガス/再生可能エネルギーへの転
換が進み、温室効果ガスの低減が期待される。

✓ ガスの基幹インフラは、近未来の水素輸送にも転換
でき、脱炭素社会到来を視野に入れて水素利用の促
進と温室効果ガス削減につながる。

✓ 複数の供給ルートの確保により、平時の安定供給と
事故・災害時の早期復旧が期待できる。

✓ 新規の発電所、データセンター、工業団地等の立地
による経済効果が期待できる。

✓ 特色ある地域新エネルギーサービス事業勃興による
地域経済の活性化が期待できる。

✓ ガス市場の統合により、ガス業界での合従連衡、エ
ネルギー調達の効率化が進み、更なる価格低減が期
待

3. 暮らしの質向上

✓ エネルギー料金の低減により、国民の暮らしの質向
上が期待できる。

✓ パイプラインの整備強化により、内陸部等でもガス
火力発電が可能となり、周辺地域における低コスト
の発電が期待できる。

✓ パイプライン沿線で高コストな重油からガスへの転
換が期待される。

✓ パイプライン網によって国内市場の統合が可能とな
り、ガス卸価格の低減などが期待される。
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エネルギーコストの低減
• ガス供給エリアの拡大、市場統合によるガス価格低減により、どこでも
安価なガス利用ができるようになり、エネルギーコストは低減、地域間
の料金格差は是正。

整備前 整備後

石油火力
発電所

発電コストが高い
（28円/kWh）

工場

燃料コストが
高い（重油A利用）

エリアA

ガス料金が高い
（200円/m3）

エリアB

ガス料金は安価
（120円/m3）

ガス導管が通っていないため、
発電所を立地できない

LNG基地A

LNG基地B

ガス火力
発電所

発電コストが低減
（12円/kWh）

工場

燃料コストが低減
（都市ガス利用）

エリアA

ガス料金が低減
（120円/m3）

エリアB

ガス料金は安価
（120円/m3）

ガス発電所の立地が実現

LNG基地A

LNG基地B

ガス火力
発電所

ガ
ス
導
管
を
通
じ
て
市
場
が
統
合

料
金
格
差
は
是
正

重油

道路のみ 道路＋
ガス導管

エ
リ
ア
ご
と
で
市
場
が
分
断

料
金
格
差
が
発
生

e.g. 石油はタンクローリー
により個別に道路輸送される
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(参考)広域ガスパイプライン網の形成による価格低減への期待

国内のLNG基地及び需要地が連絡
✓ LNG基地間のガス卸価格の内々価格差縮小
✓ パイプライン直結による輸送コストの低減

ガス輸入に臨んで需要家の価格交渉力の強化
→ガスの内外価格差の大幅縮小の可能性

ガス料金の内々価格差 ガス料金の内外価格差

46.8

14.0

34.0

日本 米国 欧州
平

均
燃

料
価

格
（

円
/m

3
）

42.7
47.1
47.9
48.5
48.7
48.8
48.8
49.0
49.1
49.1
49.4
49.5
49.7
49.8
49.9
50.0
50.2
50.5

52.6
53.1
54.1

57.4

伏木
坂出
横浜

堺
新潟

名古屋
戸畑
日立

直江津
木更津

仙台塩釜
水島
石狩
千葉
川崎
相馬

四日市
姫路
清水

鹿児島
八戸
広島

平均燃料価格（円/m3）

港
湾
別
で
最
大

34
%
の
価
格
差

出所：貿易統計（2018年度）を基に事務局作成 出所：世界銀行公表資料を事務局が日本円に換算

2018年実績値

• ガスパイプラインが広域ネットワーク化されることにより、卸市場の
規模拡大による卸市場の活性化や国内卸価格の低減、輸入価格の低減
などの可能性
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温室効果ガスの排出削減
• 発電部門の低炭素化により再生可能エネルギーの導入が増加すると、増
加分に見合って温室効果ガスの排出が削減される。

日本の温室効果ガス排出量とエネルギー

出所：「2017年度の温室効果ガス排出量（確定値）」（環境省 2019年4月）、「地球温暖化対策計
画」（2016年）に基づき事務局作成

（単位：百万トン・CO2）

温室効果ガス排出量
（2017年度）

CO2排出量
（2017年度）

2030年温室効果ガス排出目標
（2013年度比で26％削減）

2050年温室効果ガス排出目標
（2013年度比で80％削減）

～2100年までに脱炭素社会へ

1,291

1,190

1,042

282

０

温室効果ガス排出量
（2013年度：基準年）

1,410

▲366

出所：電力中央研究所「日本における発電技術の
ライフサイクルCO2排出量総合評価」に基づき事務局作成

電源別ライフサイクルCO2排出量

0 500 1000

水力

地熱

原子力

風力

太陽光

LNG火力

石油火力

石炭火力

発電燃料分（直接）

その他（間接）

（g-CO2/kWh）

✓ 発電部門の低炭素化のため天然ガス・再生可能
エネルギー活用

✓ 石炭、石油等から電力への変換などが該当する
｢エネルギー転換部門」において、相当量の
CO2排出量削減を見込む。

エネルギー転換部門
４９１

エネルギー転換部門

X X X
YYY

基幹エネルギーインフラが
整備されていた場合のCO2排出量

（2017年度 ） ▲δ
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交流(AC)送電

DC±25kV

SCDC送電

DC/AC
変電所

送電 配電

100V
200V

低圧

ガス供給

特別
高圧

高圧

エネルギー供給の強靱化
• 基幹ガスパイプラインによって供給ルートの多様化が実現することで、
平時の安定供給や事故・災害時の供給強靱化が期待できる。

• 超電導直流(SCDC)送電での送電線整備を行えば、低圧の長距離送電が
可能となり、大規模変電所が不要かつ省スペースで設置可能。

* 経済産業省 電力・ガス等取引監視等委員会資料を基に事務局で加筆

東日本大震災発生時の代替供給による復旧事例

＜3/11＞
被災

ガス停止

＜3/23＞
新潟PL

から供給

＜1年後＞
仙台基地
本復旧

＜11/29＞
仙台基地
仮復旧

仙台地区でのガス供給再開

新潟仙台PLにより早期復旧を実現

代替供給
あり

代替供給
なし

代替ルートの確保により
約2週間で供給再開

津波被害により
LNG基地機能停止
※本復旧まで1年

長距離送電能力の拡大と送電網の強化

メガソーラー 陸上風力

DC/AC
変電所
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SCDC送電技術の活用による効果（総括）
• 幹線送電網強化に「超電導直流（SCDC）送電」を活用することで、送電ロスと変電

コスト低減による送変電コストの低減により、安価な再生可能エネルギーの大量導入が
可能になる。

• SCDC送電網の追加により電力供給の余裕度が増加し、ブラックアウトの未然防止と
発生時の早期復旧が期待できる。

• 電力ロスは従来の1/10以下となり、長距離では大きな節約に。
• 低電圧(DC±25kV)で大電力の送電可能なため、高圧変電所群が不

要になり、そのコストが削減可能
• 低電圧で大電力送電が可能なため、SCDCケーブルが接続され

る配電変電所へのマージン容量が上がり、再生可能エネルギー
の導入が容易になると同時に緊急時の供給が容易

• 再生可能エネルギーは遠距離の消費地まで送電する必要がある
が、電力網に余裕が無いため、発電が抑制されている。

• 対応するためには、電力網とそれを接続する変電所群の増強が
必要。（特に50Hz／60Hzの周波数が異なる系統への供給は大きな障害）

• 現在の超高圧送電(275～500kV)は高圧変電所増強費用が莫大。

長距離送電の課題

超電導直流送電の特徴

架空送電と超電導直流送電の配置イメージ

• 大規模な電源（発電機）脱落等発生時にブラックアウトを回避
するためには、迅速に、隣接エリアなどからの緊急電力融通で
発電力を増加させるか、負荷を切り離しが必要

ブラックアウト対策

インフラ
種別

交流高圧送電
HVDC送電
（直流高圧）

SCDC送電
（超電導直流低圧）

送電
効率

×（約6%） ○（約3％） ◎（1%未満*）
*冷却費込み

-- 変換ロスが少ない
変換ロス、電気抵
抗ロスが少ない

設置
条件

架空線整備 架空線整備 地中線整備

高圧変電所が必要 高圧変電所が必要
冷却ステーション

が必要
高圧変電所は不要

架空送電
幅20-30m/基 高さ50～80m

275kV～500kV

超電導直流送電
ケーブル収納管径1m以下

地下埋設 25kV

リターン管

輻射シールド付断熱2重管

拡大図

液体窒素で冷却
ケーブル

鋼管

真空

ケーブル管
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地域産業の活性化
• 安価な天然ガス利用エリアの拡大と都市ガス事業化、コスト低減による
産業誘致。

• 地域単位で再生可能エネルギーも活用した電気、ガス、熱供給の事業を
一体化・効率化させた地域新エネルギーサービス事業を市街地、工業地、
農業地域に創出。

天然ガス
発電所

ガス

電力供給

高圧ガス
導管

中圧GS

中
圧
ガ
ス
導
管

低圧GS

送電線

住宅

ガス供給(低圧ガス導管)

GS
(ガバナーステーション)

地域コジェネ
プラント

熱
供
給

注）地域コジェネプラント(CGSIは、将来的には新水素単独、又は新水素と天然ガスとの混合ガスも対象とする。

配電

変電所

工場

地域の再生可能エネルギー

熱供給管

工業団地

中圧ガス導管

地域コジェネ
プラント

配電用変電所
(全国で5,000ヵ所以上）

学校 データセンター工場工場

地域新エネルギーサービス事業展開例

（Step1) 地域新電力の立上 (公共施設を中心としたエネルギーマネジメント)

（Step2) 規模拡大 (一部地域で電気・熱・ガスを一括して供給)

（Step3) サービス展開 (水素供給、余剰電力販売、利益の地域サービス還元)

エネルギー供給先

公共施設

一部地域

地域全体

市街地

メガソーラー

国産バイオマス

陸上風力

農業地域

木質バイオ
マス発電

ソーラー
シェアリング

農地

植物工場

配電

熱・CO2
供給

地域コジェネ
プラント
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（参考）便益試算ー基幹ガスパイプラインを例に
• 北海道から三大都市圏までを結ぶ全長2,500kmのガスパイプラインの整備
を想定。

• ガスの流通費用削減、発電コストの削減、温室効果ガス排出削減、ガス
の内内価格差の是正等、計測可能な短期的な直接便益のみの評価でも

費用便益比は1を大きく超える（検討年数40年、社会的割引率4%で試算）｡

基幹ガスパイプラインの整備イメージ

（ルートはあくまでも想定*）

*費用便益分析の実施に必要なデータが収集
可能である関西以東のエリアを対象とした

項目 単位 金額

便益 億円/年 3,200

費用（イニシャル） 億円 14,800

費用（ランニング） 億円/年 148

便益の現在価値（B） 億円 63,300

費用の現在価値（C） 億円 17,700

費用便益比（B/C） 3.58

費用便益分析結果

注1）基幹ガスパイプライン整備効果のみを試算の対象と

しており、超電導直流送電網の整備効果は含まない。

注2）今回簡便に試算を行うため、導管整備後、発電所の

リプレース、燃料転換が一斉に行われると仮定した。



３．高速道路を活用した基幹エネルギーインフラの整備
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①発生量が多い、需要量が多い拠点間は太い線（幹線）
で結ぶ。

②発生量が少ない、需要量が少ない拠点は幹線から枝分
かれして細い線（支線）で結ぶ

（２）エネルギーのネットワークは道路と同じネットワーク構造になる。

既設ガスパイプラインのネットワーク 高規格幹線道路ネットワーク

（１）移動空間を効率的に構成する手法は、あらゆる移動需要に適用される。

エネルギーと人・物の流れの類似性
• エネルギーの移動は人や物の移動パターンと似ており、移動ネットワー
クが重なる。

出所：国土交通省
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個別事業体がそれぞれのネットワーク
を構築すると、非効率なネットワーク
が形成される。

全国規模で統一的に運用される

社会基盤としての「基幹エネル

ギーインフラ」が必要

個々の企業が排他的に利用するネット
ワークが重複して形成される。

だれでも、いつでも、どこでも利用で
きるネットワークを形成 全国統一的に運用されるネットワーク

個別事業体が構築したそれぞれのネットワーク

・ルートが重複する
・互いに接続されない

・全国が連続した一つ
の体系のネットワーク
で結ばれる

社会基盤としての必要性
• だれでも、いつでも、どこでも利用できる社会基盤としての「基幹エネ
ルギーインフラ」が必要。
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多くの公共施設に別々の空間を確保しにくい

既に公共空間が確保されている高速道路空間
の多重利用が求められる。

わが国の可住地の分布と高速道路の配置
（狭い線状の可住地に道路が配置されている）

沿岸と山間に狭い平地が線状に分布している

主要国の可住地面積、人口密度、道路空間多重利用の関係
（可住地が狭く、人口密度が高い国は道路空間を多重利用）

公共空間の多重利用の必要性
• わが国では狭い平地が線状に分布しており、空間利用の制約が大きい。
公共空間の多重利用が求められる。

注）可住地とは、林野と主要湖沼を除いた地域
出所：高規格幹線道路は国土交通省の資料に基づく計画ルート
出所：可住地の図は国土交通省作成
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高速道路空間を活用して早期に構築
• 全国をカバーする高速道路空間に「基幹エネルギーインフラ」を構築す
ることにより、迅速かつ安価に完成させる。

結果として、一般道利用より高速道路利用
の方が、迅速かつ安価に整備できる

一般道路敷への設置は課題が多い
▸ 設置が困難な市街地を通過する。
▸ 歩道がない区間があり、車道を掘削する。

渋滞などの社会コストが大きい。

基幹エネルギーインフラは高速道路敷に設置
▸ 沿道に住民が少ない
▸ 法面などを利用することにより、車道を掘

削せずに設置できる

▸ 整備空間を短時間に確保できる
▸ 沿道住民に関係者が少なく、合意形成に

関する課題が緩和される
▸ 用地費の負担が小さい（占用料は負担）

一般国道（直轄）の状況
▸ 市街地を通る延長が31％
▸ 歩道なし延長が27％

側道下

のり面下
原地盤

原地盤 暫定供用区間の
将来側用地 側道下

基幹エネルギーインフラ設置位置の例

（盛土区間の場合）

（暫定２車線の場合）

出所：高速道路における天然ガスパイプライン設置に関する技術的課題検討報
告書、平成29、(一財) 国土技術研究センター、 (株) 国土ガスハイウェイ
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全体概念図 構造物区間との関係

＜ガスパイプラインの場合の配置イメージ＞ ＜施設設置イメージ（SA、PAの例）＞

＜幹線ガス管のイメージ＞
出所：日鉄エンジニアリング(株)ウェブサイト
参考：幹線ガスパイプラインの想定している管径は

約100cm、約60cm

高速道路空間への配置イメージ
• 幹線施設は高速道路敷を通り、SA・PA・バス停などを活用して、エネル
ギーを注入、また、一般道を経て沿道地域へ供給する。



４．高速道路を活用する場合の制度・危機管理上の課題
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高速道路の危機管理上の役割について

• 高速道路は緊急輸送道路網の基幹部分を構成しており、被災しにくいものであること
に加え、被災時に最も早期の復旧が求められる道路である。

出所：国土交通省

・高速道路は発災から１日後には緊急車両の通行が可能となり、他の輸送路に対して早期に機能を発揮した。
鉄道の代替としても機能し、復興へ大きく寄与することとなった。

交通関係の復旧状況の推移について
１日で緊急輸送道路として機能した

東北自動車道（福島飯坂～国見）

津波による被災がなかった
三陸縦貫道（釜石山田道路）
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• 高速道路空間の多重利用に当たっては、敷設されるエネルギーインフラの安全性の確保
や緊急時の早期復旧の為の優先ルールの設定などが適切に行われないと、災害時の緊急
活動や応急対策が遅れることとなるおそれがある。

• 基幹エネルギーインフラの強靱性の確保や災害時における道路管理者の管理・監督権限、
エネルギーインフラ管理者の管理体制についてハード・ソフトの整備検討が課題である。

危機管理上の観点から見た高速道路空間の多重利用に
ついての課題

関西国際空港連絡橋へのタンカーの衝突事故時におけるガス管の破損について

〈衝突事故状況〉 出所：国土交通省 〈復旧経緯〉
出所：NEXCO西日本 資料を基に事務局で加筆

・ガス管破損によるガス漏れにより道路の早期復旧に向けた点検作業を約７時間しなければならない状況になった。

輸送力の
著しい低下
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社会経済活動に伴う移動需要と手段/設置空間の対応

設置空間は制度上、
道路空間内に設置でき
るとの位置付けがある。
・法36条：義務占用
・共同溝/電線共同溝

幹線エネルギー輸送施設の道路空間への設置
については制度上の位置付けが確立されてい
ない。制度整備が必要。

整備空間に関する制度の必要性
• 設置空間についての法制度上の位置付けが確立されていない

分類
主な陸上
移動手段

幹線
移動空間

ラストマイル
移動空間

人の移動
徒歩

交通 主に道路 道路
車両

そ
の
他
の
移
動

物品の移動

エネルギー
の移動

固体：石炭など

液体・気体：
石油、ガスなど パイプ

ライン 主に民地
一部道路

道路電気

ケーブル
情報の移動

電気通信 主に道路
一部民地光通信
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ケース１：占用物件として許可する判断基準を緩和する
道路法第三十三条：一般占用（道路の敷地外に余地がないためにやむを得ないもの）
道路法第三十六条：義務占用（送ガス・送電事業者による事業）

対応案：「道路の敷地外に余地がな
い」の判断に「経済性や整備迅速性
の観点」を考慮することとする。

■特徴 ▸ 個別箇所の占用許可となり、全国ネットワークが形成されない懸念がある。

ケース１：道路占用許可に関する現行法の運用を緩和する

課題：「高速道路の敷地外に
余地がない」と言えない

現行法：…道路の敷地外に余地がな
いためにやむを得ないもの…

関連法へ位置づける５つのケース
• 法制度上の位置づけについては５つのケースがあり得る。
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ケース２：現行法令を改正する

■特徴 ▸ 高速道路敷内に整備できる。▸ 道路管理へのガス利用の開発に時間を要する。
▸ 個別箇所のニーズ対応となり、全国ネットワークが形成されない。

兼用工作物：ガス管・送電線
の一部を道路管理者が設置し、
残りを事業者が設置して、共
有とする

*ガス火力で発電し、電力を利用
融雪などへの熱利用、路面発電・
走行中のEVへ給電など

ケース２b： エネルギー輸送を道路の本来的機能とする(道路法第二条)

ケース２ａ： 「ガス管、送電線」を道路附属物(道路法第二条２項)とし、兼用工作物として
管理を官民分担 (道路法第二十条)

■特徴 ▸ 全国ネットワークとして、高速道路敷内に整備することができる。
▸ 既存の法律の基本概念を改正することになり、合意形成に長期間を要すると想定

される。

対応案：道路の附属物のリス
トに「ガス管、送電線」を加
える

課題：▸ 給電・発電などのニーズに対
応した道路の高度利用*が求められる

▸ 「ガス管、送電線」は道路の附属物
に含まれない

現行法：「道路の附属物」とは、…
道路の管理上必要な施設

課題：▸ 道路管理者のみでは資金調
達・整備・管理が困難

▸ 官民それぞれの能力・資源を活用
現行法：道路と…公共の用に供する
工作物...が相互に効用を兼ねる場
合…、…別に管理の方法を定める… 

対応案：道路の本来的機能に
エネルギー輸送を位置づける

現行法：この法律において「道路」
とは、一般交通の用に供する道…

課題：エネルギーの移動は物流の一部
であるが、道路空間の利用は容器に格
納して車両に積載する場合に限られる
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ケース３ａ：エネルギー関係省庁が専管する新法を制定して国が主導する事業とし、国の行う
事業のための道路の占用とする。(道路法第三十五条)

■特徴 ▸ 全国ネットワークとして、高速道路敷内に整備することができる。
▸ 占用許可の場合は個別協議が必要であったものが、関係省庁間の一括協議で済む。
▸ 道路管理者が事業に強く関係するにもかかわらず、協議にとどまり、関与が弱い。

ケース３：新法を制定する等により国が整備主体となる事業とし、国の行う事業のための道路
の占用が適用される

対応案：国の事業として整備す
る新法を制定する等

現行法：…国の行う事業のため
の道路の占用…国が道路管理者
に協議し、同意を得れば足りる

課題：▸ 現状では国の行う事業とさ
れていない

ケース３ｂ：エネルギー関係省庁と道路管理者が共管する新法を制定して国が主導する事業と
し、国の行う事業のための道路の占用とする。(道路法第三十五条)

■特徴 ▸ 全国ネットワークとして、高速道路敷内に整備することができる。
▸ 占用許可の場合は個別協議が必要であったものが、関係省庁間の一括協議で済む。
▸ 関係省庁が整備・運用などを分担し、それぞれの管轄で機能を発揮する。

対応案：エネルギー関係省庁と
道路管理者の共同事業として整
備を推進する新法を制定する

現行法：…国の行う事業のため
の道路の占用…国が道路管理者
に協議し、同意を得れば足りる

課題：▸ 現状では国の行う事業とさ
れていない

▸ 関係する複数の省庁の連携が必要

専管：一つの行政官庁の所管事項

共管：ふたつ以上の行政官庁の所管事項



30

５つのケースを整理する視点
• 基幹エネルギーインフラが具備すべき整備・運用の形態、および、それ
が実現する基盤となる制度の視点を設定した。

基幹エネルギーインフラが
具備すべき特性

内容

効率的ネットワークの形成

▸ 地域間の需要に応じた供給能力を持つネットワークを無駄なく効率的に

整備することで、広域ネットワークが迅速かつ経済的に整備され、より

低コストのエネルギーを早期に供給できることにつながる。

▸ 関係者の合意形成が円滑に進む。

統一的な整備運用

▸ 基幹エネルギーインフラからのサービスを、だれでも・いつでも・どこ

でも利用できるようネットワーク全体を、統一基準に基づいて整備・運

用することで、整備効果を沿線地域全体で享受することにつながる。基

幹エネルギーインフラの公共性・公益性が発揮され易くなる。

制度上のハードル
▸ 法律改正を伴わない通達・省令・政令などの場合は、新法制定や既存法

改正に比べ比較的対応が容易である。
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対
応
区
分

ケース

整理の視点

課 題効率的な
ネットワー

ク形成

統一的な
整備運用

制度上の
ハードル

制
度
運
用

１_
無余地性の判断に「経済性や整備迅速
性」を考慮して占用許可
（道路法33条、36条）

△ △ 中
基幹エネルギーインフラ*整備の
社会経済的効果または公共性の
十分な大きさが必要。

法
令
改
正

２ａ
道路法2条の2の道路附属物に「幹線ガ
ス管、送電線」を追加

△ ○ 高
基幹エネルギーインフラが
「道路管理上必要」な施設で
あることが説明できる必要。

２ｂ
道路法2条において、道路の本来的機能
にエネルギー輸送を追加

○ ○ 高
法の根幹に係わる改正が必要で
あり、ハードルが高い。

新
法
制
定

３ａ 専管の新法制定により、国の行う事業と
して位置づけ（道路法35条）

△ ○ 高
機運醸成、構想具体化などの
大がかりな取り組みの必要性。

３ｂ 共管の新法制定により、国の行う事業と
して位置づけ（道路法35条）

○ ○ 高
機運醸成、構想具体化などの
大がかりな取り組みの必要性。

事業実施の観点から見た５つのケースの比較

*基幹エネルギーインフラ：幹線パイプライン・送電線

• 高速道路は日常の社会経済活動上の重要性に加え、災害時の緊急輸送道路としての使命も担っており、基幹エネル
ギーインフラを敷設・添架等することによって日常の管理や災害時の道路啓開活動等に支障とならないよう、安全性
確保のための技術面、制度面の検討・整理が必要。

• 公物としての高速道路空間の利用に関して、公共性・公益性の整理が必要。

全ケース共通した課題
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*1 https://www.nytimes.com/
*2 EURO News, Green road, 2016
*3 NEXCO東/中/西日本

太陽光発電 (名古屋第二環状自
動車道) *3

SA内発電 (那須高原SAの
バイオマスガス発電) *3

太陽光路面発電(中国)*1

発電

架線給電(ｽｳｪｰﾃﾞﾝ e-Highway)*2
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給電スタンド*3

給電

ヒートポンプ方式による路面融雪
(秋田自動車道) *3

Smart Road(イタリアANAS)

再エネと情報の統合

熱利用

• エネルギー生産・供給、情報分野で道路機能の高度化が進む。

参考資料１．道路機能の高度化

https://www.nytimes.com/


１．国土強靱化に寄与

① 災害や事故に強いエネルギー供給
② エネルギー安全保障に寄与
③ 安価、安定、安全、安心の4要素を同時達成

1. 高速道路敷を活用して基幹ガスパイプラインを安価及び迅
速に建設

2. 人口10万人以上の都市をほぼ連絡、総延長約6,500km

3. 既存のパイプライン、LNGターミナル等と接続

4. LNG気化ガス、国産天然ガス、輸入パイプラインガスの公
平・中立な託送サービスの提供

【整備により期待される効果】

２．全国ガス市場形成による価格低減

① エネルギー自由化に伴う競争原理の導入と相まっ
てガスの内内価格差、内外価格差の是正

② パイプライン沿線でのガス火力の立地促進と、電
力コストの低減

３．地域の再整備への貢献

① 電気・ガス・熱の供給を地域毎に一体化させた地
域エネルギーサービス事業の展開による地域の再
活性化

② 水素社会の基盤インフラ整備によるFCV及び固定
式の燃料電池、水素スタンド等の急速拡大

４．温暖化防止への寄与

① 石油・石炭から、ガスへの転換に伴う温室効果ガ
スの排出削減
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稚内
輸入PL

青森

仙台
新潟

千葉

名古屋

大阪

北九州
福岡

鹿児島

輸入PL
舞鶴

函館

富山

1区 (1,060km)

2区 (1,600km)

3区 (1,000km)

4区 (420km)

5区 (850km)

6区 (1,900km)

既存パイプライン
(基幹ガスパイプラインと一体運用)

既存パイプライン(配給用)

LNG 1次ターミナル

LNG 2次ターミナル

三田

全体構想

【概要】

沖縄

参考資料２．基幹ガスパイプライン構想 （資料：国土ガスハイウェイ）

敦賀



［ポイント］
① 直流（ＤＣ）時代への対応
② 主力電源としての再エネの広域利用
③ 国土レジリエンス（電力）
④ SCDC技術確立のため、石狩超電導直流送電実

験設備のあとを継いで、現在、中部地区の高速
道路敷を利用した20数kmの「中部SCDC実証
実験線プロジェクト」を検討している

高速道路空間利用による超電導直流送電網
（全国規模の再生可能エネルギーの利用拡大)

再生可能エネルギーは、
北海道、東北、九州に多く賦存

東京、大阪、名古屋の需要地
(近年の夏の最大消費ピーク電力～160GW)
に長距離供給が必要

主な送電ルート

冷却ステーション
・SA・PAに建設（約20-50kmに1か所）
・自動車（EV）用の直流供給設備も

設置
・設置面積は10m四方ほど

超電導ケーブル（収納断熱管の外形）
・直径0.5m以下の鋼管パイプ

高速道路

直流超電導ケーブル
( 50kV以下, 500MVA)

DC/D
C

DC/D
C

20km~50km

冷却ステーション
＋充電スタンド

SA/PA

冷却ステーション
＋充電スタンド

SA/PA

再エネの出力抑制を解消
全国規模で不安定性に対応

長距離でも電気抵抗ゼロ（送
電損失ゼロ）
運用コストを低減する断熱管
開発に成功

周波数変換不要
（直流）

東北の再エネ ⇒東京へ

北海道の再エネ ⇒本州へ

東京・名古屋・大阪
を結ぶ連絡線

九州の再エネ
⇒大阪へ

東京湾、伊勢湾、大阪湾などでは
エネルギー輸送管をループ状に敷設

省スペースで大電力、環境に
やさしい
交流送電と同レベルの安全性

超電導直流送電の特徴

参考資料３．超電導直流送電（SCDC）構想

超電導直流送電の一般的特徴

1. 小型・低損失
大電力をきわめて省スペースで充電でき、
ルート確保・実現性が高い

2. 低電圧システム
3. 環境に優しい（地中線）

敷設ルートの環境破壊(大面積の森林伐採等)が少な
い

4. 安価で高い信頼性（高圧変電所が不要）
5. 周波数に依存せず（50Hz/60Hz間の送電可

能）
6. 原理的にブラックアウトが生じず、交流

網の再立ち上げが容易

波及効果

1. 高断熱性を生かし、地域
冷房普及に貢献

2. LNG冷熱利用の高度化に
貢献

3. 電力輸出入の新規ビジネ
スの創出と参入

4. 日本社会の脱炭素化を推
進

結果として

1. 高速道路敷地への導入が可能
高速道路では、SA/PA（20-50kmごと）に冷却
ステーションを設置して超電導ケーブルを冷
却し全国に展開する

2. 再生可能エネルギーの大量導入に最も効
果的

3. （超）長距離送電が可能
4. 安価な電力実現と炭酸ガス削減に貢献
5. インフラ輸出と産業創造貢献

超電導直流送電は、日本が技術開発の先頭を
走る

6. 電力の国土強靱化に貢献

参考：連系系統の現状

1. 電力会社別の供給ネット
ワーク（広域網としての
接続条件の改善が必要）

2. 交流50/60Hzと分かれ、
低い融通性

3. 電力網への投資が必要
（2019年4月経団連
レポート）

冷却ステーション

（資料：中部大学）


